
事業番号 - - -

（ ）

現状・課題
（5行程度以内）

翌年度へ繰越し（D) ▲ 303 ▲ 160 ▲ 1,865 -

5,000

第４期中期目標期間における国立大学の経営改革構想をさらに促進して
いくために増額要求を行う。
重要政策推進枠　2,000百万円

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

国立大学の機能を最大化するため、学長のリーダーシップによるガバナンスを強化し、学長裁量経費とマッチングすることで、外部人材登用等による経営力の強化、教育研究の質
の向上、イノベーション創出等、エビデンスに基づくスピード感ある改革を実行する大学の取組を支援。

実施方法 補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 5,158 4,939 3,295

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

5,158 4,943 3,295 6,865 7,000

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 4,706 4,800 5,000 5,000 7,000

755 303 160

①“地域”や“特定分野中核”として強み・特色ある教育研究活動に取り組む国立大学法人、②“トップレベルの教育研究”の展開を目指す国立大学法人における、学長のリーダーシップに基づく優れた
経営改革構想と、ミッションを踏まえた強み・特色ある教育研究活動を通じた社会的インパクトの創出を先導する取組に対して支援を行う。【補助率：定額補助】
（交付要綱）https://www.mext.go.jp/content/20220705-mxt_hojinka-000022950.pdf

平成24年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし 担当課室

1,865 -

補正予算（B) - - -

-

-

2023 文科 22 0161

文部科学省

政策 4　個性が輝く高等教育の振興

事業の目的
（5行程度以内）

我が国の高等教育、学術研究の水準の向上及び高度な人材育成に資する、国立大学の改革強化、機能強化等を推進するための取組に必要な経費を補助する。

国立大学法人支援課
国立大学法人支援課長
井上　睦子

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

国立大学法人法（平成15年法律第112号）第35条において準用する独
立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第46条

関係する
計画、通知等

大学改革実行プラン（平成24年6月）、国立大学改革プラン（平成25年11月）、ミッション
の再定義（平成26年3月）、国立大学経営力戦略（平成27年6月）、第3期中期目標（平
成28年3月1日文部科学大臣提示）、第3期中期計画（平成28年3月31日文部科学大臣
認可）、統合イノベーション戦略（平成30年6月15日）、国立大学改革方針（令和元年6
月18日）

事業名 国立大学改革・研究基盤強化推進事業 担当部局庁 高等教育局 作成責任者

事業開始年度

施策 4-1  大学などにおける教育研究の質の向上

政策体系・評価書URL

主要経費 教育振興助成費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20221215-mxt_kanseisk01-000026547-
16.pdf

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/houjin/mext_01903.html

(項)
令和5・6年度

予算内訳
（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 5,000

7,000

66%

執行率（％）
=(G)/(F)

100% 100% 100%

高等教育振興費

当初予算＋補正予算に対する執行額
の割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
110%

主な増減理由（・要望額・予備費）

103%

令和6年度要求

　

　

　

(目) 国立大学改革・研究基盤強化推進補助金

その他

7,000

第４期中期目標期間における国立大学は、それぞれのミッションを踏まえつつ、ポスト・コロナ、地方創生、Society5.0、SDGs 等への貢献を通じて、我が国社会の公共財として、
様々なステークホルダーとの連携・協働を介して、社会変革や地域の課題解決を主導していくことにより社会・経済・国民生活等への影響（インパクト）を与えるとともに、国立大学
自身が自律的・戦略的な経営を進めていくことが求められる。そのためには、学長がリーダーシップを発揮するなどにより、法人化のメリットを最大限に活かした経営改革の推進が
不可欠となっている。本事業は、このような観点に立って、国立大学の経営改革の実装を実現・加速し、各大学のミッションを踏まえた強み・特色ある教育研究活動を通じて、社会
的インパクトの創出に先導的に取り組む大学に対して支援を行うものである。

令和6年度要求

-

-

-



アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

-

1945 18

成果実績

11

目標値 件 25

92.3 55

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

20

本事業が国立大学法人を対象に、学長のリーダーシップによる明確な経営改革構想に基づく取組を支援するものであるため。

-

-％

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

25

-

28

5

学長のリーダーシップによる明確な経営改革構想に基づく取組について支援することで、第４期中期目標期間における各大学のミッションに基づく改革構想を実現
するため。

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

当該補助金において各国立大学法人の機能強化等を支援した事業数。

令和2年度 令和3年度

-

9 年度

各国立大学法人が掲げる中期目標の
達成

国立大学法人の業務運営・財務内容等の
中期目標期間評価において、「中期目標
を達成している」（４年目終了時において
は「中期目標の達成に向けて順調に進ん
でいる」）と評価を受けた項目の割合 達成度

単位 令和2年度

-

目標最終年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

将来を支える人材の育成や大学運営
の高度化、国際競争力の強化に資す
る。

国立大学改革・研究基盤強化推進補助金
により、各国立大学法人が機能強化等の
ために取り組んだ事業数

活動実績

年度

65 20

定量的な成果指標 単位

事業数 65

目標年度
令和4年度

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 事業数

- -

28

活動目標 活動指標

19

達成度 ％

国立大学改革・研究基盤強化推進補助
金における各補助事業により、各国立
大学法人が経営改革及び機能強化を
実現する。

各国立大学法人が国立大学改
革・研究基盤強化推進補助金に
より取り組んだ事業の完了件数

成果実績 件 22 60

88

各国立大学の教育研究の質の向上に向けた機能強化を推進し、その取組に対し必要な経費補助を行う。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

国立大学法人・大学共同利用機関法人の第３期中期目標期間の業務の実績に関する評価結果（令和5年3月23日　国立大学法人評価委員会）
※第３期中期目標期間の評価結果を令和３年度の数値として記載。令和4年度から開始した第4期中期目標期間は４年目終了時及び６年目終了時に業務の実績
に関する評価を実施予定。

成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

100

-

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ - 85 -

目標値 ％ - - -



-

目標年度における効果測定に関する評価（令和10年度実施)

-
点検結果

・本事業により、国立大学が、「社会変革のエンジン」としての「知の創出機能」を最大化し、
新たな価値や知の創造を担う人材の育成や社会が直面する諸課題の解決、科学技術イノ
ベーションの創出等に最大限貢献するための機能強化が図られることが期待される。
・平成30年度からの新規事業である「国立大学経営改革促進事業」において、これまでの事
業に対する過去のレビューでの指摘も踏まえ、公募段階で各申請大学にＫＰＩの設定を求め
た。また、採択事業においては有識者による検討会で毎年度のフォローアップを通じて事業
の進捗確認を行うこととしている。
・経費の執行に関しては、各国立大学から提出される実績報告書等において支出先や使途
を把握し、補助金の執行状況や事業目的との整合性について確認を行い、引き続き適正な
執行に努める。

-

-

外部有識者の所見を踏まえ、事業効果を適切に測るための短期または中期アウトカム指標の設定を検討すべきである。またアウトプットについて、目標値が前年
度より大幅に低い設定がされているが、見込まれる数字ではなく事業として目指すべき数値を検討されたい。

外部有識者の所見

・補助事業終了時には、有識者が事業の完了によりどのような成果が導出されたかを確認する評価の仕組みはあるが、補助事業の途中段階で、事業の進捗状況や、完了によりどのような
成果が導出されるのかを短期又は中期アウトカムとして丁寧に説明していくことが重要である。また、各大学の設定したKPIの達成状況も活用して、短期アウトカム又は中期アウトカム指標

0155

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0133

-

-

令和2年度 文部科学省 0145

0156

令和4年度 2022 文科 21

・「国立大学経営改革促進事業」採択事業のフォローアップを行う事で、経営改革構想の実現状況を把握・分析し、更なる取組の推進を図る。
・計画的な事業実施のため、繰越を最小限にするよう新規事業選定の時期等の見直しを行い、国立大学が可能な限り早期に事業を開始できる環境を整えること
で、国立大学の改革強化に向けた取組を加速化させ、事業の実効性を更に高める。

-

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 140

平成29年度 143

令和3年度

平成27年度

文部科学省

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 新24-0012

平成25年度 152

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

補助事業の途中段階において毎年度のフォローアップを行ない、引き続き事業進捗の把握に努める。短期・中期アウトカムは、御所見を踏まえ、事業の途中段階
における成果を的確に把握できる指標について検討する。活動目標のアウトプット１は、御所見を踏まえ、本事業で目標とする事業数を設定した。

事業内容の
一部改善

年度内に改善を検討

141

平成30年度 138

平成23年度 -

事業に関連する
ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 148

備考

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-



　費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

239

資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

設備備品費 研究拠点設備費　等 219

計 722 計

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業推進費 雑役務費　等 264

人件費 雇用等経費　等

文部科学省
３，２９５百万円

国立大学法人の改革強化、機能強化等を

推進するための取組に必要な経費を補助

A. 国立大学法人
３，２９５百万円（全１２機関）

文部科学省

【補助等交付】

A. 国立大学法人金沢大学
７２２百万円

学長のリーダーシップによるガバナンスを強化するこ

とで、スピード感のある経営改革を実行するための取

組を実施



支出先上位１０者リスト

A.

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック

-

- -

12
国立大学法人北海道国立大
学機構

9460105001715
一人ひとりが輝ける就業スタイル
「大学職員Work Style」の実現

15 補助金等交付 - -

- - -

11 国立大学法人山梨大学 9090005001670 URAによる大学院教育と研究推進を融合させた「若手
人材育成プラットフォーム」の構築 91 補助金等交付 -

10 国立大学法人香川大学 7470005001659
香川県における大学デジタルワ
ンキャンパス推進拠点整備事業

100 補助金等交付

-

9 国立大学法人岡山大学 2260005002575
価値創造ナレッジマネジメントオフィス（アジャイル型）を
活用した大学経営改革とイノベーションエコシステムの
構築

142 補助金等交付 - - -

- -

8 国立大学法人東京農工大学 1012405001281
東京農工大学「個性ある尖端研究大
学」創出のための経営自律化構想

187 補助金等交付 - -

- - -

7 国立大学法人広島大学 1240005004054
Town&Gown構想の多層展開によるアカデミック・エンタープライズ
の本格稼働～大学が先導する地方創生モデルの確立と海外共創
の場形成を基盤とする持続可能な発展を導く科学の実践～

335 補助金等交付 -

6 国立大学法人千葉大学 2040005001905
大学のデジタル変革による戦略的分析経営の強化－
世界に冠たる研究が牽引するビジョン・オリエンテッドな
大学改革－

395 補助金等交付

-

5 国立大学法人神戸大学 5140005004060
アフターコロナ下における新しい
臨床実習手法の開発

32 補助金等交付 - - -

- -

4 国立大学法人神戸大学 5140005004060 社会変革を先導する「異分野共創研究教育グローバル
拠点」の形成に向けた経営改革 463 補助金等交付 - -

- - -

3
国立大学法人長岡技術科学
大学

7110005012080 メタバースの活用と技科大リソースマネジメントによる
研究教育システムの価値向上と財政基盤の拡大 600 補助金等交付 -

2 国立大学法人金沢大学 2220005002604
「北陸未来共創フォーラム」を核とした北陸地域におけるイノベー
ション・エコシステムのスケールアップ
～新たな知と人材による価値創造と新たな資本・資源の還流の好
循環による大学の強固な財政基盤の確立～

200 補助金等交付

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人金沢大学 2220005002604
“卓越研究領域の増幅”を核とした「未来知による社会
変革」と「知・人・資本の好循環」による経営改革金沢モ
デルの展開

722 補助金等交付 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率


	行政事業レビューシート

